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規制改革及び業務改革に繋がる職員提案の募集について 

 

総務部 行政管理課 

（0284-20-2112） 

１ 趣旨 

本市は、職員の意識改革を図り、質の高い行政サービスの提供を目

指し、５Ｓ運動や職員提案制度を活用した市役所改善運動を推進して

います。 

国及び県においても、地方分権を推進するため、地域が抱える課題

を、地域自らの発想により解決できるよう、平成１１（1999）年から

「事務処理特例制度」を、平成２６（2014）年から「提案募集方式」を

導入し、その取組を支援しています。 

そこで、今年度は、各課の事務の見直しに繋がる「規制改革や業務改

革」を特別テーマとした職員提案を募集することとしましたので、報

告するものです。 

 

２ 特別テーマ 規制改革や業務改革による事務の見直し 

行政の大きな役割は、民間の力を引き出していくことや民間の活動

を後押しすることであり、時代にそぐわない、あるいは本市発展の壁

となっている規制は積極的な見直しが必要です。 

また、「デジタル・ガバメント実行計画（令和２年１２月２５日閣議

決定）」において、自治体におけるデジタル・ガバメントの推進には、

サービスのフロント部分だけではなく、バックオフィス（受付・審査・

決裁・書類の保存）も含め、エンドツーエンドで業務改革（ＢＰＲ）の

取組を徹底することを必要としています。 

こうした事務の見直しは、市民、民間事業者のみならず、行政にとっ

てもメリットがあることから、これらを「特別テーマ」として取り組む

こととします。 

 

３ 取組事例 

 (1) 書面、押印、対面及び添付書類の見直し 

コロナ禍において脆弱性があらわになった「書面・押印・対面」を

原則とした制度、慣行の抜本的な見直しや、「そもそも、その書類が
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必要か。」、「代替できる手段がないか。」、「情報連携の活用ができない

か。」など、添付書類の見直しを行うことにより、市民サービスの向

上と業務の効率化が期待できるもの 

 (2) 義務付け・枠付けの見直し 

法令により全国一律に定められている基準の条例への委任や、国、

県に対する協議、通知、届出、報告等の義務の廃止を提案し、法改正

を促すことで市民サービスの向上と業務の効率化が期待できるもの 

 (3) 権限移譲 

   都道府県から市へ事務・権限を移譲することで、事務全体を一括

して担当することができ、市民にとって身近な市の窓口でのワンス

トップサービスの実現や、効率的できめ細かい対応が可能となり、

本市の実情に応じた独自の施策展開が期待できるもの 

 (4) 業務プロセスの再設計（業務改革） 

デジタル技術の導入のみを目的とせず、「利用者中心の行政サービ

ス改革」を実現するために、利用者から見たエンドツーエンドで事実

を詳細に把握し、行政サービスの利用者と行政機関間のフロント部

分だけでなく、行政機関内のバックオフィスも含めた業務プロセス

の再設計を行い、各業務において、利用者がサービスを受ける際の最

適な手法について検討することで、市民サービスの向上と業務の効

率化が期待できるもの 

 

４ 提案方法 

「３ 取組事例」を参考に、下記提案区分のいずれかに該当するも

のについて、各課１つ以上の提案をお願いします。なお、提出に当たっ

ては、所管部長の確認を受けてから提出してください。 

また、複数の関係課による共同の提案も可としますので、積極的な

提案をお願いします。 

 (1) 実績 

各課の所掌事務において、自ら見直すことが可能であり、市民サー

ビスの向上と業務の効率化について成果を挙げたと認められるもの 

 (2) 提案 

各課の所掌事務において、国及び県等の規制により市単独で見直

すことは難しいが、規制緩和によって市民サービスの向上と業務の
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効率化について期待できるもの 

特に優秀な提案については、国及び県への提案相談へと繋ぎます。 

 

５ 事務処理特例制度及び提案募集方式の概要 

 別紙のとおり 

 

６ 特別テーマ以外の職員提案 

特別テーマ以外の通常の職員提案についても、現在募集しておりま

すので、積極的な提案をお願いします。 

 

７ 今後のスケジュール 

  令和４（2022）年 ２月  職員実績等審査会 

           ３月～ 国及び県へ提案相談 
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